
■令和４年１２月に大阪市・新潟市・神戸市の合同で開催した、都市間協定に基づく応急給水訓練
■タブレットとチャットアプリを利用し、応急給水作業指示・報告、現地写真の撮影の情報共有を試行的に実施

〇電子化の有効性を確認 ×利用者全員アカウントが必要 ×様式集約にかなりの時間が必要

スマート応急給水！ローコードツールを活用した情報共有
～情報共有の効率化による負担軽減に向けて～

神戸市水道局

令和５年12月の訓練当日写真
当日のアンケート

「情報共有ツールの方が紙より便利」との答えが96%
好意的な意見が多く、残りの４％も災害時の通信状況を
心配したもので、代替策等により対応可能

① チャットアプリによる情報共有

② ローコードの業務改善システムによる情報共有

■令和５年１２月に日水協兵庫県支部及び関西地方支部で合同開催した応急給水訓練
■ローコードの業務改善システムを活用した情報共有ツールを使い、参加者情報登録、応急給水作業指示・報告、
現地写真撮影の情報伝達を試行的に実施

・情報の入力及び閲覧にはアカウント不要
・情報は自動で集約

１．応急給水における情報共有の課題

高度な知識がなくてもドラッグ＆ドロップ等簡単なマウス操作で、職員自らシステム化を実現できる
ローコード（クラウド型）の業務改善システム（市販システム）を使用し、ローコストな情報共有システムの

開発及び試行を実施

２．取組概要（試行・検討の流れ）

情報共有における受援側・応援側双方の負担

■紙の様式を使った手渡しの情報共有

・様式の集約作業に多くの時間・労力が必要
・応援本部に移動する時間も発生

■紙の様式を使った手渡しの情報共有

作業後から集約作業終了まで時間が必要

■地方支部、都府県支部等を経由する情報共有

タイムラグが発生し、迅速な意思決定の妨げに

情報共有におけるタイムラグ

集約後データの利活用

■紙の様式集約を夜に実施し、朝までに差配が必要

給水量の分析等のために、時間を有効に使いたい

自動集計によるグラフ化

各拠点の補水・給水量

■応急給水における情報共有フロー（日本水道協会）

ツールの有効性を確認



全国展開へ

■広域的な災害でもシステムを活用していくためには、全国展開が必要不可欠
■全国的な取組みとするために、大都市の検討会や日本水道協会へ働きかけを行ってきた

・ローコードの業務改善システムを使用した情報共有システム

■リアルタイムで情報を一元管理！
・データの入力・閲覧がアカウント無しで可能
・入力データの自動集約
・図表等の自動出力

■ 各々の端末（モバイルデバイス）から利用可能

■ 業務改善システムは通常業務でも利活用可能

■紙媒体様式集約の作業が発生しない
⇒翌日以降の作業指示の検討に時間を割くことが可能

■様式提出の移動時間等が削減
⇒その時間を応援作業に充てることができる

全国的な取組みに向けて

■現在は応急給水以外も含めた情報共有効率化へ向け、システムの改善等の取組みを進めている
■また、地図アプリ等別のツールを組み合わせることで、応急給水・復旧にかかる情報共有の効率化を検討している

３．システム概要

■クラウド型のシステムを利用
⇒リアルタイムで入力された作業状況等の情報把握可能

■情報共有で地方支部や都府県支部等を経由する必要がない
⇒迅速な情報共有、支部長市の事務負担軽減

■システム会社に依頼することなく職員自身で開発可能
⇒低コストでシステム開発ができる

■システムの改修も職員自身で可能
⇒軽微な修正や改善でも費用がかからず、適時バージョンUP

■データの入力・閲覧はアカウント無しでも可能
⇒1人1人にアカウントが不要なため、コストが低減される

■例えば令和５年度の訓練（給水車３０台）で、仮に全ての
情報共有を紙様式で実施した場合、94枚/日 必要となる
⇒システム化することでペーパーレス化

■紙の枚数が増えることで取纏め・情報管理の面で負担が増加
⇒システム化することで、それらの作業負担が軽減

■給水量等入力された様々な入力データから自動でグラフ化可能
⇒翌日以降の給水車差配等の検討材料等への利活用

訓練での出力例

特別賞を契機に、全国展開を進めていく

誰にでもわかりやすく、使いやすいシステムになるよう、全国の水道事業体全体で
改善を進めていく

４．システムの効果

データの見える化

ペーパーレス化

システム導入におけるコスト削減

受援側・応援側双方の負担軽減 リアルタイム性

５．今後の展開

（イメージ）


